
【定性的情報・財務諸表等】 

１．経営成績・財政状態に関する分析 

（１）経営成績に関する分析 

連結業績の概要（平成27年４月１日～平成28年３月31日） （単位：億円）
 

 

平成27年３月期
連結会計年度

（平成26年４月１日から 
平成27年３月31日まで） 

平成28年３月期
連結会計年度

（平成27年４月１日から 
平成28年３月31日まで） 

増 減 増減率

営業収益 110,953 115,410 4,457 4.0％ 

営業費用 100,108 101,928 1,821 1.8％ 

営業利益 10,846 13,481 2,636 24.3％ 

税引前当期純利益 10,666 13,293 2,626 24.6％ 

当社に帰属する
当期純利益

5,181 7,377 2,197 42.4％ 

（注） 当社の連結決算は米国会計基準に準拠して作成しております。 

 

当連結会計年度における情報通信市場では、固定・移動ブロードバンドを活用したスマートデバイスなど様々な機

器の普及・浸透に加え、クラウドサービスやＩｏＴ、ビッグデータなどの技術の進歩を通して、人々の生活における

利便性や各産業における生産性の向上など、幅広い変化が起きています。一方で、高度化・複雑化するサイバー攻撃

に対するセキュリティ強化、災害対策への取り組み強化や安心・安全な社会システムの運営など、情報通信の役割は

より重要となってきています。こうした動きは世界的な広がりを見せています。 

 

このような事業環境のなか、ＮＴＴグループは、平成27年５月に中期経営戦略「新たなステージをめざして ２．

０」を策定・公表し、「バリューパートナー」としての自己変革を加速し、グループ全体を利益成長軌道へ乗せてい

くための取り組みを推進しました。 

 

《グローバルビジネスの拡大・利益創出に向けた取り組みの状況》

グローバル・クラウドサービスを事業の基軸として拡大させるとともに、利益創出スピードを加速させる取り組み

を強化しました。 

 

○フルスタック・フルライフサイクルでのサービス提供力をさらに強化するため、Ｍ＆Ａの推進およびデータセン

ターなどのクラウド基盤の拡充に取り組みました。 

○グローバルネットワーク、クラウドマイグレーション、ＩＴアウトソーシング案件を中心に、グループ会社間の

連携によるクロスセルを推進し、製造業や金融業など、各産業のリーディングカンパニーから受注を獲得しまし

た。 

○グローバル・クラウド事業におけるサービスやオペレーションの効率化・最適化を図るとともに、調達コストに

ついてもグループ一元的なスキームによる低減を推進するなど、徹底したコスト削減の強化に取り組みました。 

 

《国内ネットワーク事業の効率化・収益力強化に向けた取り組みの状況》 

国内ネットワーク事業における、付加価値の高いサービスの創出や、設備投資の効率化およびコスト削減による利

益成長に向けた取り組みを強化しました。 

 

○様々な事業者とのコラボレーションを推進する「光コラボレーションモデル」や「＋ｄ」の取り組みを通じて、

付加価値の高いサービスの創出に努めました。 

○ネットワークのシンプル化・スリム化を実施することに加え、既存設備の利用率の向上や調達コストの削減な

ど、設備投資の効率化を推進しました。 

○「光コラボレーションモデル」の進展に伴うマーケティングコストのコントロールや業務効率化など、コスト削

減に取り組みました。 

 

 加えて、これらを支える仕組みとして、海外子会社を含め、グループ経営情報の見える化、会計基準の統一、資金

効率の向上などに向けた取り組みを開始しました。また、プロジェクトチームを立ち上げ、徹底したコスト削減や利

益創出に向けた様々なテーマの取り組みを推進しました。 
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《Ｂ２Ｂ２Ｘビジネスの拡大に向けた取り組みの状況》 

   日本政府が「東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会（注）」と「地方創生」を軸に、各種政策を策

定・遂行していることを捉え、Ｂ２Ｂ２Ｘモデルへの転換をさらに加速し、他分野の事業者や自治体とともに次世代

に受け継がれるスタンダードとなるサービスの創出をめざした取り組みを強化しました。 

 

   ○ＩＣＴの利活用を通じて、地域における様々な社会的課題の解決や街づくりの支援を行うことを目的として、福

岡市や札幌市と包括連携協定を締結しました。 

   ○2020年、またそれ以降を展望した「映像サービスの革新」や「ユーザーエクスペリエンスの進化」をめざし、パ

ナソニック株式会社と業務提携を行うことで合意しました。 

   ○「地方創生」への貢献のため、ビッグデータやＩｏＴなど、ＩＣＴを利活用した安心・安全・快適で効率的な都

市インフラの整備・構築の支援をめざし、株式会社日立製作所と業務提携を行うことで合意しました。 

 

     （注） ＮＴＴ、ＮＴＴ東日本、ＮＴＴ西日本、ＮＴＴコミュニケーションズ、ＮＴＴドコモは、東京２０２０オリンピック・パ

ラリンピック競技大会ゴールドパートナー（通信サービス）です。 

 

《基盤的研究開発の状況》 

中期経営戦略「新たなステージをめざして ２．０」に基づき、将来を見据えた最先端研究を含む様々な取り組み

を推進しました。また、開発成果の事業化にあたっては、総合プロデュース制による、市場動向を踏まえたビジネス

プランの策定や実用化開発を推進しました。 

 

○グループ全体を利益成長へ乗せていくための軸となる技術開発 

・巧妙化する新しいサイバー攻撃に対して、仮想化技術を活用することで、ネットワークへの攻撃を自動検知し

て適切な防御策を施し、ネットワークの自律回復を可能とするセキュリティオーケストレーション技術の研究

開発を進めました。 

・ネットワークの周縁部にサーバを配置し、ＩｏＴに必要なリアルタイム性や端末負荷の軽減を可能とするエッ

ジコンピューティング技術の開発を推進しました。 

・ロボットなどの様々なＩｏＴデバイスとアプリを柔軟に組み合わせ、新たなサービスの開発を容易にするクラ

ウド対応型インタラクション制御技術「Ｒ－ｅｎｖ：連舞ＴＭ」を開発し、ハッカソンなどのオープンイノベ

ーション活動を推進しました。 

・ネットワークの周縁部にサーバを配置し、ＩｏＴに必要なリアルタイム性や端末負荷の軽減を可能とするエッ

ジコンピューティング技術の開発を推進しました。 

・社会変革の原動力として近年注目が急速に高まりつつあるＡＩに関して、「ヒトの能力を補完し、引き出す」

ことをめざす技術を総称した「ｃｏｒｅｖｏＴＭ」の開発を推進しました。 

○国内ネットワークサービスのコスト効率化・収益力強化に向けた取り組み 

・ネットワークの機能を細かく分け、自由に組み合わせることで多様なサービス創出を可能とする「Ｎｅｔｒｏ

Ｓｐｈｅｒｅ構想」の実現に向けて、様々なＩＣＴベンダーやプロバイダーと共同研究開発を進めるととも

に、技術評価を行うための実証環境を構築しました。 

・全国で68万個あるマンホールの鉄蓋点検に関わるコスト削減と安全性向上に向けて、デジタルカメラで撮影し

た画像を用いて段差量や磨耗度を推定できる技術の導入を支援し、商用化に結び付けました。 

・美観の問題で光回線の開通ができない事例の削減をめざして、釣り糸のように細く透明で、多様な壁面に調和

し目立たない「透明光ファイバ」を開発しました。 

○コラボレーションによる新たな価値創出の推進 

・パナソニック株式会社と連携し、透過型ディスプレイを搭載したシンプルなポータブル端末を用いて、かざす

だけで情報が表示されるといった直感的な操作によるサービスの実現に向けた技術検証に着手しました。 

・トヨタ自動車株式会社、株式会社Preferred Networksとともに、エッジコンピューティング技術とディープラ

ーニング技術を用いた「ぶつからないクルマ」のコンセプトをデモンストレーションとして具現化しました。 

・重要インフラ分野を中心とした40社以上の企業による「産業横断サイバーセキュリティ人材育成検討会」の発

足を牽引し、産業界が必要とする人材像の定義や課題の抽出に貢献しました。 

・三菱重工業株式会社と、重要なインフラの制御システムに適用するサイバーセキュリティ技術の共同研究を開

始しました。 

○深い感動・新しい体験を提供する技術の研究開発 

・あたかもその場にいるかのような超高臨場感を配信する技術「Ｋｉｒａｒｉ！」を用いて、特定の個人を擬似

３Ｄでリアルタイム中継することに成功しました。 

・スマートフォンをかざすだけで関連情報を取得する技術「かざして案内」を開発し、羽田空港で実証実験を行

いました。また、公共施設などの混雑状況の可視化を可能とするアプリ「混雑マップ」とあわせて、「ＮＴＴ 

Ｒ＆Ｄフォーラム２０１６」にご来場のお客様に実際に体験いただきました。 
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・試合中の選手目線映像など、実際の撮影が難しい映像を仮想的に再現し、ヘッドマウントディスプレイを通じ

て高い臨場感で視聴することで、スポーツトレーニングなどに応用可能な合成・提示技術を開発しました。 

   ○最先端研究の推進 

・市街地などの騒がしい公共エリアにおける、モバイル端末の音声認識についての国際技術評価において、世界

第１位の認識精度を達成しました。 

・人間が意識しない心と身体をデータで読み解き、「人に心地よい状況」を提供するＡＩの実現に向けて、目の

動きから人間の潜在的な心の動きを読み取る技術を開発しました。 

・簡便かつ効率の高い量子暗号システムの実現をめざして、送信者と受信者との間での定期的な誤り率監視が不

要となる技術を開発しました。 

 

《ＣＳＲ（企業の社会的責任）推進の状況》 

社会への貢献と企業成長の両立を図るため、「ＮＴＴグループＣＳＲ憲章」および「ＮＴＴグループＣＳＲ重点活

動項目」の見直しを進めました。また、グループ一丸となり社会の持続的発展に貢献するため、様々な活動に取り組

むとともに、積極的な情報開示に努めました。 

 

○人と社会のコミュニケーション 

誰もが利用しやすいＩＣＴ環境・サービスの提供に向けて、視覚障がい者のスマートフォン利用推進のため、文

字入力アプリ「Ｍｏｖｅ＆Ｆｌｉｃｋ」の提供を開始しました。このアプリにより、文字入力の開始位置を気に

することなく、スマートフォンを利用することが可能となりました。 

○人と地球のコミュニケーション 

「ＴＰＲ（トータルパワー改革）運動」による使用電力量の削減の推進など、自らの事業活動に伴うＣＯ２排出

量の低減に取り組みました。また、ＩＣＴを活用したサイクルシェアリングの提供エリア拡大や太陽光発電シス

テムの構築など、社会全体の環境負荷低減に取り組みました。 

○安心・安全なコミュニケーション 

 重要インフラとして高い安定性と信頼性の確保に向けて、グループ横断で防災訓練の実施などに取り組むととも

に、災害発生時の協力や平時の情報共有などについて日本郵政グループや石油連盟と協定などを締結し、外部機

関との防災に関する連携を強化しました。また、多様化・大規模化するサイバー攻撃に対応するため、演習を実

施するとともに、標的型攻撃や脆弱性への対応などを通じたセキュリティ対策の高度化、各種教育システムを活

用した人材育成の取り組みを推進しました。 

○チームＮＴＴのコミュニケーション 

ＬＧＢＴなどの性的マイノリティや障がい者に関する社員の理解を促進し、多様な人材が活躍できる環境づくり

を推進するため、ダイバーシティに関するワークショップを開催しました。 

 

このような取り組みもあり、世界的な社会的責任投資の指標である「ＤＪＳＩ（ダウ・ジョーンズ・サステナビリ

ティ・インデックス）」において、アジア・パシフィック分野の構成銘柄に2年連続で選定されました。 

 
 

以上の取り組みの結果、当連結会計年度のＮＴＴグループの営業収益は11兆5,410億円（前期比4.0％増）となりま

した。また、営業費用は10兆1,928億円（前期比1.8％増）となりました。この結果、営業利益は１兆3,481億円（前

期比24.3％増）、また、税引前当期純利益は１兆3,293億円（前期比24.6％増）、当社に帰属する当期純利益は7,377

億円（前期比42.4％増）となりました。 

 

また、次期の連結業績については、営業収益は11兆4,500億円（前期比0.8％減）、営業利益は1兆4,300億円（前期

比6.1％増）、税引前当期純利益は1兆4,100億円（前期比6.1％増）、当社に帰属する当期純利益は7,500億円（前期

比1.7％増）を予想しております。 

 

 

当連結会計年度における各事業セグメントの経営成績等は次のとおりです。 
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■地域通信事業セグメント

セグメント業績の概要（平成27年４月１日～平成28年３月31日） （単位：億円）

平成27年３月期
連結会計年度

（平成26年４月１日から 
平成27年３月31日まで） 

平成28年３月期
連結会計年度

（平成27年４月１日から 
平成28年３月31日まで） 

増 減 増減率

営業収益 35,055 34,079 △977 △2.8％

営業費用 33,367 31,429 △1,938 △5.8％

営業利益 1,689 2,650 961 56.9％ 

契約数 （単位：千契約）

平成27年３月期末
（平成27年３月31日） 

平成28年３月期末
（平成28年３月31日） 

増 減 増減率

フレッツ光（コラボ光含む） 18,716 19,259 543 2.9％ 

ＮＴＴ東日本 10,403 10,666 264 2.5％ 

ＮＴＴ西日本 8,313 8,593 280 3.4％ 

（再）コラボ光 270 4,691 4,421 1,634.6％ 

ＮＴＴ東日本 190 3,077 2,886 1,517.2％ 

ＮＴＴ西日本 80 1,615 1,534 1,913.1％ 

ひかり電話 17,108 17,374 267 1.6％ 

ＮＴＴ東日本 9,032 9,123 91 1.0％ 

ＮＴＴ西日本 8,076 8,252 176 2.2％ 

（注）１．「フレッツ光（コラボ光含む）」は、ＮＴＴ東日本の「Ｂフレッツ」、「フレッツ 光ネクスト」、「フレッツ 光ライト」、

「フレッツ 光ライトプラス」及び「フレッツ 光WiFiアクセス」、ＮＴＴ西日本の「Ｂフレッツ」、「フレッツ・光プレミア

ム」、「フレッツ・光マイタウン」、「フレッツ 光ネクスト」、「フレッツ 光ライト」及び「フレッツ 光WiFiアクセス」、

並びにＮＴＴ東日本及びＮＴＴ西日本がサービス提供事業者に卸提供しているサービス（コラボ光）を含めて記載しておりま

す。

２．ひかり電話は、チャネル数（単位：千）を記載しております。また、ＮＴＴ東日本およびＮＴＴ西日本がサービス提供事業者に

卸提供しているサービスを含めて記載しております。 

地域通信事業では、光アクセスサービスを様々な事業者に卸提供する「光コラボレーションモデル」によるＢ２Ｂ

２Ｘビジネスの展開などの取り組みを行いました。 

《主な取り組み内容》 

○「光コラボレーションモデル」において、移動通信事業者やＩＳＰ事業者に加え、エネルギー業界、不動産業

界、警備業界など異業種の事業者とも協業を進め、卸サービスを提供している事業者数は当連結会計年度末時点

で約350社となりました。また、ケーブルテレビ業界では、提供エリアの全域光化において、「光コラボレーシ

ョンモデル」が採用されるなどの新たな活用事例も生まれました。こうした取り組みにより、同モデルにおける

光アクセスサービスの契約数は469万契約となりました。

○「光コラボレーションモデル」の進展に伴い、マーケティングコストの大幅な削減を実現しました。また、ネッ

トワークのシンプル化・スリム化や、既存設備の利用率の向上などに取り組み、設備投資の効率化を推進しまし

た。 

○企業や自治体が自らの情報サービスの有力なツールとして積極的に導入を進めているＷｉ－Ｆｉについて、増加

する訪日外国人旅行者の利便性向上に向けて、様々な地域において面的拡大に取り組みました。その結果、Ｗｉ

－Ｆｉのエリアオーナー数は393となり、前事業年度末から比べ大幅に拡大しました。
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  《主なサービスの提供状況》 

○「フレッツ光」   ：1,926万契約（対前連結会計年度：＋54万契約）

○（再掲）「コラボ光」：469万契約（対前連結会計年度：＋442万契約） 

○「ひかり電話」   ：1,737万ｃｈ（対前連結会計年度：＋27万ｃｈ）

○「フレッツ・テレビ」：143万契約（対前連結会計年度：＋９万契約）

（注）「フレッツ光」、「ひかり電話」、「フレッツ・テレビ」は、「光コラボレーションモデル」を活用してＮＴＴ東日本およびＮＴＴ

西日本がサービス提供事業者に卸提供しているサービスの契約数を含めて記載しております。 

 

以上の取り組みの結果、地域通信事業セグメントにおける当連結会計年度の営業収益は、３兆4,079億円（前期比

2.8％減）となりました。一方、当連結会計年度の営業費用は、３兆1,429億円（前期比5.8％減）となりました。こ

の結果、当連結会計年度の営業利益は、2,650億円（前期比56.9％増）となりました。

 

 

 

  ■長距離・国際通信事業セグメント 

セグメント業績の概要（平成27年４月１日～平成28年３月31日）  （単位：億円）
 

 

平成27年３月期
連結会計年度

（平成26年４月１日から 
平成27年３月31日まで） 

平成28年３月期
連結会計年度

（平成27年４月１日から 
平成28年３月31日まで） 

増 減 増減率

営業収益 19,986 22,509 2,523 12.6％ 

営業費用 18,851 21,542 2,692 14.3％ 

営業利益 1,136 967 △169 △14.9％ 

 

長距離・国際通信事業では、クラウド基盤の拡充や、ネットワーク・セキュリティなどを組み合わせたシームレス

ＩＣＴソリューションの提供力を強化したほか、クラウドサービスやＩＴアウトソーシングといった成長分野でのサ

ービス提供力の強化を図りました。 

 

  《主な取り組み内容》 

   ○世界各地でのクラウドサービスやデータセンター需要への対応能力を強化するため、北米ではサクラメント、欧

州ではウィーン、アジアでは香港・ムンバイ・バンコクにおいて、電力・通信設備の冗長化や充実したセキュリ

ティにより高い信頼性を備えたデータセンターの提供を新たに開始しました。また、インドネシア最大級のデー

タセンター事業者であるPT. Cyber CSF（本社：ジャカルタ）を子会社化しました。なお、クラウド基盤の積極

的な拡充に向けた取り組みにより、米国のTeleGeography社レポート（平成27年10月発行）において、ＮＴＴグ

ループのデータセンターは、総床面積およびサーバ設置可能面積ともに世界トップクラスに位置づけられていま

す。 

   ○クラウドサービスやＩＴアウトソーシングなど、成長分野におけるビジネス拡大を図る目的で、世界各地で人材

確保などによる営業体制の強化に取り組みました。 

 

《主なサービスの提供状況》 

○クラウドサービスお客様提供数：8,300件（対前連結会計年度：＋1,000件） 

○「ひかりＴＶ」       ：305万契約（対前連結会計年度：＋４万契約） 

 

以上の取り組みの結果、長距離・国際通信事業セグメントにおける当連結会計年度の営業収益は、２兆2,509億円

（前期比12.6％増）となりました。一方、当連結会計年度の営業費用は、２兆1,542億円（前期比14.3％増）となり

ました。この結果、当連結会計年度の営業利益は、967億円（前期比14.9％減）となりました。
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  ■移動通信事業セグメント 

セグメント業績の概要（平成27年４月１日～平成28年３月31日）  （単位：億円）
 

 

平成27年３月期
連結会計年度

（平成26年４月１日から 
平成27年３月31日まで） 

平成28年３月期
連結会計年度

（平成27年４月１日から 
平成28年３月31日まで） 

増 減 増減率

営業収益 43,834 45,271 1,437 3.3％ 

営業費用 37,476 37,388 △89 △0.2％ 

営業利益 6,358 7,884 1,526 24.0％ 

 

契約数  （単位：千契約）
 

  平成27年３月期末
（平成27年３月31日） 

平成28年３月期末
（平成28年３月31日） 

増 減 増減率

携帯電話サービス 66,595 70,964 4,368 6.6％

 （再）新料金プラン 17,827 29,704 11,877 66.6％ 

  ＬＴＥ（「Ｘｉ」）サービス 30,744 38,679 7,934 25.8％

  ＦＯＭＡサービス 35,851 32,285 △3,566 △9.9％ 

（注）１．携帯電話サービス契約数、ＬＴＥ（「Ｘｉ」）契約数および「ＦＯＭＡ」契約数には、通信モジュールサービス契約数を含めて

記載しております。 
２．平成20年３月３日より、「２ｉｎ１」を利用する際にはその前提として原則「ＦＯＭＡ」契約を締結することが条件となって 

おり、携帯電話サービス契約数および「ＦＯＭＡ」サービス契約数には、その場合の当該「ＦＯＭＡ」契約を含んでおります。 

 

移動通信事業では、新料金プラン「カケホーダイ＆パケあえる」や「ドコモ光」の販売を推進したほか、様々な事

業者とのコラボレーションを推進し、新たな付加価値の提供を行うなど、スマートライフ領域の収益力強化を図りま

した。 

 

  《主な取り組み内容》 

   ○お客様のライフステージに合わせながら、長期にわたりお得にお使いいただける「カケホーダイ＆パケあえる」

の販売を推進したほか、平成27年９月に「カケホーダイライトプラン」を、平成28年３月には「シェアパック

５」の提供を新たに開始しました。その結果、「カケホーダイ＆パケあえる」の契約数は2,970万契約となりま

した。 

   ○地域通信事業の「光コラボレーションモデル」を活用し、光アクセスサービスとインターネット接続サービス、

モバイルサービスを一括して提供する「ドコモ光パック」の販売を推進しました。その結果、「ドコモ光」の契

約数は157万契約となりました。 

   ○スマートライフ領域の収益力強化に向け、コンテンツサービスや金融・決済サービスなどに加え、様々な事業者

とのコラボレーションを通じて新たな付加価値を協創する「＋ｄ」の取り組みを推進しました。具体例として、

新潟市において革新的な稲作営農管理システムの実証実験を開始したほか、コンビニエンスストアやファースト

フードの店舗などでご利用いただけるポイントサービス「ｄポイント」の提供を開始しました。 

 

以上の取り組みの結果、移動通信事業セグメントにおける当連結会計年度の営業収益は、４兆5,271億円（前期比

3.3％増）となりました。一方、当連結会計年度の営業費用は、３兆7,388億円（前期比0.2％減）となりました。こ

の結果、当連結会計年度の営業利益は、7,884億円（前期比24.0％増）となりました。
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  ■データ通信事業セグメント 

セグメント業績の概要（平成27年４月１日～平成28年３月31日）  （単位：億円）
 

 

平成27年３月期
連結会計年度

（平成26年４月１日から 
平成27年３月31日まで） 

平成28年３月期
連結会計年度

（平成27年４月１日から 
平成28年３月31日まで） 

増 減 増減率

営業収益 15,110 16,168 1,058 7.0％ 

営業費用 14,247 15,041 794 5.6％ 

営業利益 864 1,127 264 30.5％ 

 

データ通信事業では、お客様のグローバル市場への進出の加速や、ニーズの多様化・高度化に対応するため、グロ

ーバル市場でのビジネス拡大を図るとともに、市場の変化に対応したシステムインテグレーションなどの多様なＩＴ

サービスの拡大と安定的な提供に取り組みました。 

 

  《主な取り組み内容》 

   ○金融分野向けビジネスのグローバル強化をめざし、米国において金融ＩＴコンサルティングやシステム導入サー

ビスで高い評価を得ているCarlisle & Gallagher Consulting Group, Inc.（本社：米国）を子会社化しまし

た。また、北米を中心とした事業基盤獲得によるプレゼンスの向上を図ると同時に、最先端の技術を活用したク

ラウドサービスやＢＰＯサービスを強化するため、ヘルスケア業界向けの業界特化型デジタルソリューションサ

ービスなどで高い評価を得ているDell Services 部門を譲り受けることをDell Inc.と合意しました。 

   ○スペイン王室資産などの管理団体であるPatrimonio Nacionalが管轄する、スペイン王室図書館などの希少なコ

レクションの一元的な資産管理を目的としたデジタルアーカイブ事業に参画しました。 

   ○センサーや機器、プラントなど、様々な「モノ」の情報を収集・配信するＩｏＴプラットフォームの提供を開始

し、上下水道事業者向け監視サービスへの適用など、ＩｏＴサービスの展開を推進しました。 

 

以上の取り組みの結果、データ通信事業セグメントにおける当連結会計年度の営業収益は、１兆6,168億円（前期

比7.0％増）となりました。一方、当連結会計年度の営業費用は、１兆5,041億円（前期比5.6％増）となりました。

この結果、当連結会計年度の営業利益は、1,127億円（前期比30.5％増）となりました。

 

 

 

  ■その他の事業セグメント 

セグメント業績の概要（平成27年４月１日～平成28年３月31日） （単位：億円）
 

 

平成27年３月期
連結会計年度

（平成26年４月１日から 
平成27年３月31日まで） 

平成28年３月期
連結会計年度

（平成27年４月１日から 
平成28年３月31日まで） 

増 減 増減率

営業収益 12,722 12,945 222 1.7％ 

営業費用 12,048 12,204 157 1.3％ 

営業利益 675 740 66 9.7％ 

 

その他の事業では、主に不動産事業、金融事業、建築・電力事業、システム開発事業に係るサービスを提供しまし

た。 

 

  《主な取り組み内容》 

○不動産事業 

オフィスビル・商業施設を中心とした不動産賃貸事業や、マンションブランド「Wellith（ウエリス）」を主

体とした分譲事業を推進しました。また、これらの事業で培ったノウハウを活用し、グローバル事業、不動産フ

ァンド事業などにも取り組みました。 

○金融事業 

情報関連機器分野を中心としたリース・割賦やファイナンスなどの金融サービス、通信サービス料金などの請

求・回収、クレジットカードの決済サービスの提供を行いました。 
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○建築・電力事業 

「ＩＣＴ・エネルギー・建築」の技術を最大限に融合・活用し、大規模な太陽光発電システムやデータセンタ

ーの設計および構築などを行いました。 

○システム開発事業 

最適で高品質なＩＣＴサービスを提供するため、ネットワークのオペレーションシステムやアプリケーション

サービスの開発などに取り組みました。 

 

以上の取り組みの結果、その他の事業セグメントにおける当連結会計年度の営業収益は、１兆2,945億円（前期比

1.7％増）となりました。一方、当連結会計年度の営業費用は、１兆2,204億円（前期比1.3％増）となりました。こ

の結果、当連結会計年度の営業利益は、740億円（前期比9.7％増）となりました。

 

 

 

（２）財政状態に関する分析

当連結会計年度における「営業活動によるキャッシュ・フロー」は、２兆7,118億円の収入となりました。前期比

では、3,200億円（13.4％）増加しておりますが、これは、営業利益が増加したことなどによるものであります。 

「投資活動によるキャッシュ・フロー」については、１兆7,598億円の支出となりました。前期比では、1,088億円

（5.8％）支出が減少しておりますが、これは、出資による支出が増加した一方で、設備投資等が減少したことなど

によるものであります。 

「財務活動によるキャッシュ・フロー」については、7,076億円の支出となりました。前期比では、296億円

（4.4％）支出が増加しておりますが、これは、自己株式の取得が減少した一方で、借入債務による収入が減少した

ことなどによるものであります。 

以上の結果、当連結会計年度末におけるＮＴＴグループの現預金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末と比

較して2,391億円（28.2％）増加し、１兆883億となりました。 

 

（単位：億円） 
 

 

平成27年３月期 
連結会計年度 

（平成26年４月１日から 
平成27年３月31日まで） 

平成28年３月期 
連結会計年度 

（平成27年４月１日から 
平成28年３月31日まで） 

増 減 増減率 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

23,918 27,118 3,200 13.4％ 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

△18,686 △17,598 1,088 5.8％ 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

△6,780 △7,076 △296 △4.4％ 

現預金及び現金同等物

の期末残高
8,492 10,883 2,391 28.2％ 

 

 

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社では、中長期的に企業価値を高めるとともに、株主の皆様に利益を還元していくことを重要な経営課題の一つ

として位置づけております。配当につきましては、安定性・継続性に配意しつつ、業績動向、財務状況および配当性

向等を総合的に勘案して行ってまいります。 

当期の配当につきましては、期末配当を１株当たり60円とし、中間配当50円と合わせ年間配当を110円とする予定

です。次期の配当につきましては、通期では普通配当120円とする予定です。 

なお、内部留保資金につきましては、財務体質の健全性を確保しつつ、成長機会獲得のための投資や資本効率を意

識した資本政策などに活用してまいります。 
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